
放射性物質による環境の汚染の防止のための
関係法律の整備に関する法律案

○環境法体系の下で放射性物質による環境の汚染の防止のための措置を行うことができること
を明確に位置づけるため、平成24年通常国会において成立した原子力規制委員会設置法の附則
により、環境基本法について、放射性物質による大気等の汚染の防止について原子力基本法等
に対応を委ねている規定が削除された。

○一方、個別環境法は、未だ、放射性物質による環境の汚染の防止のための措置についてその
適用を除外とする規定（適用除外規定）を有した状態となっている。

1

背景

放射性物質による環境の汚染を防止するため、放射性物質に係る適用除外規定を有する大気
汚染防止法等の関係法律について、当該規定を削除し、放射性物質による大気汚染に係る常時
監視を行うこととする等、放射性物質による大気汚染等の防止措置を原子力基本法等に委ねる旨
の環境基本法第13条の規定が原子力規制委員会設置法附則第51条の規定により削除されたこと
を踏まえた所要の措置を講ずる。

改正内容

○従来、環境基本法は、放射性物質による大気の汚染等の防止のための措置について、原子力
基本法やその関係法律の枠組みの中で適切に処理されることを前提として、これらの法律に対
応を委ねていた。

○しかし、平成23年の東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が一
般環境中に放出。

＜大気汚染防止法、水質汚濁防止法＞

放射性物質による大気汚染及び水質汚濁に係る適用除外規定を削除するとともに、放射性物
質による大気汚染及び水質汚濁に係る常時監視の規定を設ける。

＜環境影響評価法、南極地域の環境の保護に関する法律＞

放射性物質による環境汚染に係る適用除外規定を削除し、環境影響評価手続及び南極地域活
動計画の確認を始めとする措置の対象に放射性物質による環境への影響を含める。

※なお、以上に掲げる法律以外の放射性物質による環境汚染に係る適用除外規定を有する個別環境法
（廃棄物の処理及び清掃に関する法律、土壌汚染対策法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律、
化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律等）については、放射性物質汚染対処特措法との関係や
施行状況などを踏まえた検討が必要であることから、同法の見直し規定も踏まえて、別途検討することとす
る。

大気汚染防止法、水濁汚濁防止法：公布の日から６ヶ月を超えない範囲内において政令で定める日
南極地域の環境の保護に関する法律：公布の日から１年を超えない範囲内において政令で定める日
環境影響評価法：公布の日から２年を超えない範囲内において政令で定める日

施行期日


